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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

第98期

第２四半期

連結累計期間

第99期

第２四半期

連結累計期間

第98期

会計期間
自平成27年４月１日

至平成27年９月30日

自平成28年４月１日

至平成28年９月30日

自平成27年４月１日

至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 8,169 7,635 16,396

経常利益 （百万円） 873 1,073 1,854

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（百万円） 753 743 1,152

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 874 229 947

純資産額 （百万円） 7,845 7,834 7,798

総資産額 （百万円） 17,514 16,722 17,468

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 110.94 109.52 169.61

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 39.8 42.2 40.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 696 677 2,091

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 0 868 △205

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △296 △416 △587

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 3,254 5,010 4,105

 

回次  

第98期

第２四半期

連結会計期間

第99期

第２四半期

連結会計期間

会計期間  
自平成27年７月１日

至平成27年９月30日

自平成28年７月１日

至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 62.16 68.80

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は以下のとおりであります。

第１四半期連結累計期間において、当社の持分法適用関連会社であるBELTONTOTOKU Technology Limitedの全株式

をBelton Storage Solution Limited社に譲渡しました。

この結果、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は平成28年９月30日現在において、当社及び親会社１社、

連結子会社６社及び持分法適用関連会社２社で構成されております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高は、国内のケーブル・配線材、ヒータ製品、線

材加工品等が堅調に推移し、海外子会社でのヒータ製品、焼付線の受注減少を補い実質的には前年同期を上回り

ましたが、前期末での連結子会社の株式譲渡、並びに円高進行による海外子会社の売上高の目減りの影響が大き

く、前年同期比534百万円減少し7,635百万円となりました。

営業利益は、マイクロウェーブ用同軸ケーブルアセンブリ等のケーブル加工品、プリンター等に使用されるフ

レキシブルフラットケーブル、並びにスマートフォンのカメラモジュールの手振れ補正用のサスペンションワイ

ヤは減少しましたが、自動車向けのシート用ヒータ、ゲーム機及びパソコン等の電源トランスに使用される三層

絶縁電線、鉄道ケーブル並びにスマートフォン等の基板導通検査冶具に使用されるコンタクトプローブが好調に

推移したことにより、前年同期比301百万円増加し1,031百万円となりました。

経常利益は、持分法による投資利益78百万円の減少がありましたが、営業利益の増加により前年同期比199百万

円増加し1,073百万円となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は、特別損失として持分法適用関連会社の株式譲渡による関係会社株式売

却損295百万円等があったことにより、前年同期比９百万円減少し743百万円となりました。

 

(2）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比で746百万円減少し16,722百万円となりました。

これは主に現金及び預金、預け金で890百万円、並びに受取手形及び売掛金308百万円の増加がありましたが、投

資有価証券1,806百万円の減少によるものであります。

負債は、前連結会計年度末比で782百万円減少し8,887百万円となりました。これは主に繰延税金負債330百万

円、並びに有利子負債441百万円の減少によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末比で36百万円増加し7,834百万円となりました。これは主に為替換算調整勘定619

百万円の減少がありましたが、利益剰余金539百万円並びに退職給付に係る調整累計額118百万円の増加によるも

のであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、5,010百万円（前年同四半期連結累計期間比

+1,755百万円）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益762百万円を計上したこと等により、677百

万円（前年同四半期連結累計期間比△18百万円）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、関係会社株式の売却を行ったこと等により、868百万円（前年同四半期

連結累計期間比＋868百万円）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済を行ったこと等により、△416百万円（前年同四半期

連結累計期間比△119百万円）となりました。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、95百万円であります。なお、当第

２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状

と見通しについて重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,200,000

計 27,200,000

 

②【発行済株式】

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在発行数

（株）

（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,808,788 6,808,788
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 6,808,788 6,808,788 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 6,808,788 － 1,925 － －

 

（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目２番３号 3,847 56.50

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
201 2.96

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 149 2.20

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 109 1.61

桜井　昭一 東京都板橋区 63 0.93

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 60 0.89

住友生命保険相互会社

（常任代理人　日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地七丁目18番24号

（東京都中央区晴海一丁目８番11号）
55 0.81

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 54 0.79

朝日生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）

東京都千代田区大手町二丁目６番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
47 0.69

三洋貿易株式会社 東京都千代田区神田錦町二丁目11番 46 0.68

計 ― 4,634 68.07
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式　　　　　12,300

（相互保有株式）
－ －

普通株式　　　　　 4,400

完全議決権株式（その他）（注）１ 普通株式　　　 6,775,800 67,758 －

単元未満株式　（注）２ 普通株式　　　　　16,288 － －

発行済株式総数 6,808,788 － －

総株主の議決権 － 67,758 －

（注）１. 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式100株（議決権１個）が含まれており

ます。

２. 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式

数の合計

（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合（％）

（自己保有株式）

東京特殊電線株式会社

東京都港区西新橋

三丁目８番３号
12,300 － 12,300 0.18

（相互保有株式）

東特巻線株式会社
長野県上田市長瀬3381 4,400 － 4,400 0.06

計 － 16,700 － 16,700 0.25

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,797 3,188

受取手形及び売掛金 3,481 3,790

商品及び製品 509 471

仕掛品 338 343

原材料及び貯蔵品 420 423

未収入金 185 157

繰延税金資産 390 376

預け金 500 2,000

その他 143 105

貸倒引当金 △44 △9

流動資産合計 9,723 10,846

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,606 7,519

機械装置及び運搬具 9,940 9,526

工具、器具及び備品 2,201 2,149

土地 1,190 1,187

リース資産 28 56

その他 133 96

減価償却累計額 △16,101 △15,540

有形固定資産合計 4,998 4,996

無形固定資産 49 42

投資その他の資産   

投資有価証券 2,460 654

繰延税金資産 52 45

退職給付に係る資産 4 3

その他 269 199

貸倒引当金 △89 △66

投資その他の資産合計 2,696 836

固定資産合計 7,745 5,875

資産合計 17,468 16,722
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,742 1,758

短期借入金 1,201 1,066

1年内返済予定の長期借入金 474 442

未払金 386 413

未払法人税等 221 311

未払費用 580 509

その他 90 159

流動負債合計 4,697 4,662

固定負債   

長期借入金 1,597 1,322

繰延税金負債 451 120

退職給付に係る負債 2,749 2,702

その他 175 80

固定負債合計 4,972 4,225

負債合計 9,670 8,887

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,925 1,925

資本剰余金 8 8

利益剰余金 5,514 6,054

自己株式 △22 △22

株主資本合計 7,425 7,965

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 80 63

為替換算調整勘定 737 118

退職給付に係る調整累計額 △1,214 △1,096

その他の包括利益累計額合計 △396 △914

非支配株主持分 769 783

純資産合計 7,798 7,834

負債純資産合計 17,468 16,722
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 

前第２四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

売上高 8,169 7,635

売上原価 6,285 5,517

売上総利益 1,884 2,117

販売費及び一般管理費 ※ 1,154 ※ 1,086

営業利益 729 1,031

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 10 11

為替差益 1 －

持分法による投資利益 127 49

その他 49 40

営業外収益合計 190 103

営業外費用   

支払利息 41 29

為替差損 － 26

その他 5 5

営業外費用合計 46 61

経常利益 873 1,073

特別利益   

固定資産売却益 36 0

投資有価証券売却益 78 －

特別利益合計 115 0

特別損失   

固定資産除売却損 23 15

関係会社株式売却損 － 295

減損損失 0 －

特別損失合計 24 311

税金等調整前四半期純利益 964 762

法人税、住民税及び事業税 170 267

法人税等調整額 △31 △296

法人税等合計 139 △28

四半期純利益 824 790

非支配株主に帰属する四半期純利益 71 47

親会社株主に帰属する四半期純利益 753 743
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 

前第２四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 824 790

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △126 △30

為替換算調整勘定 54 △464

退職給付に係る調整額 88 128

持分法適用会社に対する持分相当額 32 △195

その他の包括利益合計 49 △561

四半期包括利益 874 229

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 864 194

非支配株主に係る四半期包括利益 10 34
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 

前第２四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 964 762

減価償却費 243 237

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 55 74

受取利息及び受取配当金 △12 △13

支払利息 41 29

持分法による投資損益（△は益） △127 △49

有形固定資産除売却損益（△は益） △12 15

投資有価証券売却損益（△は益） △78 －

関係会社株式売却損益（△は益） － 295

売上債権の増減額（△は増加） △22 △458

たな卸資産の増減額（△は増加） △36 △45

仕入債務の増減額（△は減少） 15 49

その他 △132 △14

小計 897 884

利息及び配当金の受取額 13 14

利息の支払額 △41 △29

損害賠償金の支払額 － △5

法人税等の支払額 △172 △185

営業活動によるキャッシュ・フロー 696 677

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △27 △37

定期預金の払戻による収入 33 51

有形固定資産の取得による支出 △303 △463

有形固定資産の売却による収入 208 2

無形固定資産の取得による支出 △6 △3

投資有価証券の取得による支出 － △3

投資有価証券の売却による収入 86 －

関係会社株式の売却による収入 － 1,319

その他 9 2

投資活動によるキャッシュ・フロー 0 868

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △0 45

長期借入れによる収入 175 75

長期借入金の返済による支出 △299 △311

非支配株主への配当金の支払額 △16 △19

配当金の支払額 △135 △201

その他 △20 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △296 △416

現金及び現金同等物に係る換算差額 22 △224

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 422 905

現金及び現金同等物の期首残高 2,832 4,105

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,254 ※ 5,010
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、BELTONTOTOKU Technology Limitedは、全株式の譲渡を完了したことに伴い、持

分法適用の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成28年９月30日）

受取手形割引高 64百万円 21百万円

受取手形裏書譲渡高 26 16

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

　前第２四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日

　　至 平成28年９月30日）

給与諸手当福利費 347百万円 347百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 2,996百万円 3,188百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △242 △178

預け金 500 2,000

現金及び現金同等物 3,254 5,010
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

株主総会
普通株式 135 20

平成27年

３月31日

平成27年

６月26日
利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

株主総会
普通株式 203 30

平成28年

３月31日

平成28年

６月29日
利益剰余金

 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月28日

取締役会
普通株式 67 10

平成28年

９月30日

平成28年

12月８日
利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは「電線・デバイス事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 110円94銭 109円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 753 743

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
753 743

普通株式の期中平均株式数（株） 6,792,233 6,792,022

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

① 配当金の総額 67百万円

② １株当たりの金額 10円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月８日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月10日

東京特殊電線株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　黒　　一　裕　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原　山　　精　一　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京特殊電

線株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月

１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京特殊電線株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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